平成○○年○○月○○日
「新マーケット創出・提案型事業」事業テーマ　応募用紙

	No
	実施テーマ
	実施形態

	
	
	

	１．背景・目的

２．事業内容

３．組織、事業費

４．会議の回数等



	５．幹事会社
	会社名：

担当者名：

住　所：〒

連絡先：電話番号　FAX番号　e-mail




＊参加企業（コア企業＊１や賛助会員企業）を全地連の会員企業から募集することを希望される場合は、以下の①～③についてもご記入下さい。
	①募集対象
	

	②募集社数（予定）
	

	③拠出金について

（経費負担について）
	


＊上記項目②と③の記載例（本年度の３事業の例から抜粋）

記載例１
	②募集社数（予定）
	１０社（１０名）程度

	③拠出金について

（経費負担について）
	・定例研究会等への参加のための交通費

・その他活動費が発生した場合には、別途協議。


記載例２
	②募集社数（予定）
	コア企業　数社

	③拠出金について

（経費負担について）
	今回募集するコア企業の平成19年度の拠出金は，研究会運営費として10万円とするが，アウトプット内容によって，別途追加拠出金の可能性がある。


記載例３
	②募集社数（予定）
	・コア企業　５社程度　・賛助会員　５社程度

	③拠出金について

（経費負担について）
	・コア企業年額１社1,400,000円　

・賛助企業年額１社　  10,000円　



＊「応募用紙」へのご記入にあたっては、実際の事業の応募例を本資料のP2に記載例として掲載しておりますので参考にして下さい。


	No
	実施テーマ
	実施形態

	
	共生型地下水技術活用研究事業
	準備会

	1． 背景・目的

都市域での地下水は，①地盤沈下対策を踏まえた採水規制が厳しい，②流動系を踏まえた地下水に対する理解不足，③育水[保全･管理･涵養促進･影響対策]並びに地下水･地盤工学の知識を踏まえた水資源活用の仕組みが未成熟，等々から，地質調査業では個別の必要技術を保有しながらも，都市部の地下水利用ニーズに対して十分には貢献できないでいる。

地質調査業は，公共事業の減少，価格競争の激化などで厳しい経営環境にあり，関東地域の地質調査業者７社で平成１９年６月に研究会を立ち上げ，新たな市場開拓を目的に新たなビジネスモデルの構築に着手し，本年12月には『都市における地下水利用の基本的考え方』をリーフレットとしてまとめ公表する予定である。

本研究会は，①地下水の多面的機能，②水循環，③地下水の公水的性格，等々の近年の地下水に対する知見の変化に着目し，研究会で新たに定義した用語『育水(流域での保全･管理･涵養促進･影響対策を含めた包括的概念)』を踏まえれば，また地下水･地盤工学の知識を踏まえ環境影響を及ぼさずに利用できる地下水資源を見極め[適正利用と呼ぶ]られれば，都市の地下水活用は可能と考えるが，その為には幾つかの環境整備[①地下水の理解促進の啓発活動，②地下水適正利用のための各種ガイドライン整備，③関連情報の整備，等々]が必要で，関係官庁と連携を図りながら，都市地下水利用のための環境整備を進めていく。

この環境整備によって，都市地下水利用における地下水･地盤コンサルタントの役割が重視され，新たな市場確保となることを目指す。

２．本年度の事業内容について

本年度は，平成20年３月までの半年間であることから，準備会として位置付け，西垣誠岡山大教授を技術顧問とした現行の『共生型地下水技術活用研究会』が本年12月にまとめる『都市における地下水利用の基本的考え方：共生，恵み，水循環，公水，地下水障害，適正利用，育水，技術，地盤コンサル』を踏まえ，同研究会が都市地下水利用のために必要な環境整備項目の中から，①具体的実施項目[例えば，適正利用ガイドライン案策定，等々]を抽出して来年度(平成20年４月～平成21年３月)の本研究会実施計画をまとめるとともに，②啓発活動の第２段として一般を対象とした書籍[リーフレット版『都市における地下水利用の基本的考え方』の解説書]の刊行準備，③啓発活動の第３段として共生型地下水活用の共通ウェブサイト開設，等を目指す。

３．組織，事業費

　　研究会は，基本的には昨年12月から活動を行っているコア企業７社，技術顧問[西垣誠岡山大教授]，研究会事務局をベースに構成するが，今回，新たに数社程度のコア企業を募集する。

事業費は，参加企業が活動に必要な費用を拠出し，その費用を持って事業費とする。

４．会議の回数等

研究会は２ヶ月に１回程度，全地連会議室での開催を基本とするが，その間，実施項目ごとにＷＧを設置して，作業内容に応じてＷＧを開催する可能性がある。

	募集対象
	本事業の趣旨に賛同する全地連会員企業

	募集社数（予定）
	コア企業　数社

	拠出金について
	今回募集するコア企業の平成19年度の拠出金は，研究会運営費として10万円とするが，アウトプット内容によって，別途追加拠出金の可能性がある。

	幹事会社
	地域環境研究所　








　記載例





希望される事業の実施形態についてご記入下さい。（勉強会方式、研究会方式、コンソーシアム方式、委員会方式等）
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